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証券コード 3176 

平成28年11月30日 

 

株 主 各 位 
 

東京都千代田区神田錦町二丁目11番地 
 

三 洋 貿 易 株 式 会 社
 

代表取締役社長 増 本 正 明
 

第70期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、当社第70期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。 

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使すること

ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただ

き、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成28年12月19日 

(月曜日）午後５時15分までに到着するようご返送いただきたくお願い申

し上げます。 

敬 具 
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記 
 

1. 日  時 平成28年12月20日（火曜日）午前10時 

(受付開始時刻 午前９時） 

2. 場  所 東京都千代田区大手町一丁目４番１号 

  ＫＫＲホテル東京11階 

  ｢孔雀の間」 

3. 会議の目的事項 

 報 告 事 項 (1) 第70期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）事業報告

および連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連

結計算書類監査結果報告の件 

  (2) 第70期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）計算書類

報告の件 
 
 決 議 事 項  

  第１号議案 取締役（監査等委員である者を除く｡）５名選任の件 

  第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申し上げます。また、議事資料として本冊子をご持参くださいます

ようお願い申し上げます。 

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に記載すべ

き事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ 

(http://www.sanyo-trading.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。 
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（添付書類） 

第 70 期 事 業 報 告 

( 平成27年10月１日から 
平成28年９月30日まで) 

 
1. 当社グループの現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資などに弱さもみられるものの、緩や

かな回復基調が続きました。一方で、円高傾向が続き輸出や生産が伸び悩み、物価も

下落基調となるなど浮揚感に乏しい状況となっています。また、中国をはじめ新興国

の経済減速、米国の金融政策の動向や英国の EU 離脱問題など先行きの不透明感も継

続しています。 

このような事業環境のもと、当社グループでは、化成品・自動車部品・機械機器関連

において高付加価値商品の取り扱いを拡大するとともに、当期期初策定の長期ビジョ

ンに沿って㈱ソート、日本ルフト㈱を買収し新規投資案件を推進しました。また、

Sanyo Trading (Thailand) Co., Ltd.を開設しグローバル展開を継続するなど事業の

拡大に努めました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は 59,908 百万円(前連結会計年度比 1.3％減)、営

業利益は 4,052 百万円（同 12.4％増)、経常利益は 4,274 百万円（同 4.0％増）、親

会社株主に帰属する当期純利益は 2,757 百万円(同 1.3％減）となりました。 

 

(2) セグメント別の状況 

当連結会計年度より、従来「ゴム・化学品」セグメントとしていた名称を「化成品」

へ変更しております。この名称変更によるセグメント情報への影響はありません。 

 

化成品 

ゴム関連商品は、情報機器向けの輸出が低調でしたが、自動車向けを中心に合成ゴム

および副資材の販売が堅調でした。化学品関連商品は、工業用フィルム・電材などの

輸出や医薬関連商品が低調でしたが、染料や難燃剤の販売は好調でした。また、第２

四半期に新たに連結子会社となった㈱ソートの業績が寄与しました。 

この結果、化成品の売上高は 24,483 百万円（前連結会計年度比 3.8％増）、営業利益

は 1,263 百万円（同 14.4％増）となりました。 

 

機械資材 

産業資材関連商品は、自動車内装用部品の販売が引き続き好調に推移し、シート用高

機能性部品・原材料販売も伸長しました。機械・環境関連商品は、飼料・肥料用ペレ

ットミルが堅調に推移し、バイオマス関連商品では熱電併給設備などの大型案件を受

注しました。 
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科学機器関連は、表面物性測定装置や半導体検査装置などの分析・試験機器の販売が

好調で、受注も堅調に推移しています。 

この結果、機械資材の売上高は 19,104 百万円（前連結会計年度比 8.0％増)、営業利

益は 2,211 百万円（同 12.7％増）となりました。 

 

海外現地法人 

Sanyo Corporation of America は、工業用フィルムは低調でしたが、ゴム・自動車用

部品が堅調でした。三洋物産貿易（上海）有限公司は、ゴム・自動車用部品が好調に

推移しました。San-Thap International Co., Ltd.は、自動車用部品が好調でしたが、

タイバーツ安によるゴムなど輸入品の採算悪化により業績は低調でした。 

この結果、大幅な円高による為替換算の影響もあり、海外現地法人の売上高は 10,751

百万円（前連結会計年度比 13.0％減）、営業利益は 366 百万円（同 27.0％減）とな

りました。 

 

国内子会社 

コスモス商事㈱は、海洋船舶、石油ガス関連は低調でしたが、地熱関連は機材販売・

レンタル事業がともに堅調でした。㈱ケムインターは、韓国経済の低迷や円高の影響

により、化学品は低調でしたが、電材関連は堅調でした。 

この結果、国内子会社の売上高は 5,294 百万円（前連結会計年度比 22.0％減）、営業

利益は 585 百万円（同 8.1％減）となりました。 

 
セグメント別売上高 

区 分 
第69期（平成27年９月期） 第70期（平成28年９月期） 前期比 

増 減 売上高 構成比 売上高 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 

化 成 品 23,598 38.9 24,483 40.9 3.8 

機 械 資 材 17,697 29.2 19,104 31.9 8.0 

海 外 現 地 法 人 12,353 20.3 10,751 18.0 △13.0 

国 内 子 会 社 6,788 11.2 5,294 8.8 △22.0 

そ の 他 234 0.4 275 0.4 17.5 

合 計 60,672 100.0 59,908 100.0 △1.3 
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(3) 当社グループが対処すべき課題 

当社を取り巻く環境については、中国をはじめとする新興国の景気減速、円高ドル安

傾向の定着や企業の海外移転の継続などの不透明要因があります。 

当社では、不透明な外部環境はリスク要因である一方、新しい事業機会をもたらすチ

ャンスでもあると捉え、企業理念にある「進取の精神」に沿った成長を目指します。 

 

将来に亘る継続的な成長を達成する為の行動指針としては、４年後の 2020 年９月期

を目途に設定した「VISION2020」を長期戦略として以下の６項目を推進してまいりま

す。 

 

① 既存コアビジネスの深化 

高付加価値商品への特化を一層進めるとともに、その関連分野でも取扱い商品群

を広げ、収益基盤の強化と安定化を図ります。 

② 新規ビジネスの開拓 

地熱・海洋資源開発機材や木質バイオマス関連機材を中心とする資源・環境分野、

医薬中間体・原体、医療関連資材、バイオ関連分析機器などのライフサイエンス

分野、工業用フィルムの海外展開などに注力します。 

③ グローバル展開の加速 

自動車産業を中心に日系企業の進出が続くアセアン＋インド、中国、北中米を主

軸に置き、新規商材開拓など営業基盤の強化に努めてまいります。 

④ 新規投資案件の推進 

既存事業との相乗効果、成長性、グローバル展開を目指す M&A などの投資案件に

積極的に取り組んでまいります。 

⑤ 国内外の人材・組織の強化 

国内外での人材の積極的採用や社員教育・研修の充実化を通じて人材の育成・組

織の強化を図ります。 

⑥ 経営管理の強化 

内部統制システムをより充実させ財務報告の信頼性を高めるとともに、グループ

全体のコンプライアンス体制ならびにリスク管理体制の強化を図ります。 
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(4) 設備投資の状況 

特に記載すべき事項はありません。 

 

(5) 資金調達の状況 

特に記載すべき事項はありません。 

 

(6) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

特に記載すべき事項はありません。 

 

(7) 事業の譲受けの状況 

特に記載すべき事項はありません。 

 

(8) 他の会社の株式その他持分または新株予約権等の取得または処分の状況 

当社は、平成28年２月29日付で㈱ソートの全株式を取得し、同社を連結子会社としま

した。 

また、平成28年７月29日付で日本ルフト㈱の全株式を取得し、同社を連結子会社とし

ました。 

 

(9) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 

特に記載すべき事項はありません。 

 

(10) 財産および損益の状況の推移 
（単位：百万円） 

区  分 
第67期 

平成25年９月期 
第68期 

平成26年９月期 
第69期 

平成27年９月期 
第70期 

(当連結会計年度) 

売 上 高 51,075 58,618 60,672 59,908 

経 常 利 益 2,772 3,516 4,110 4,274 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,475 1,982 2,794 2,757 

１株当たり当期純利益 103.20円 137.78円 195.36円 192.79円 

総 資 産 25,181 30,051 30,285 32,455 

純 資 産 15,338 16,953 19,394 20,954 
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(11) 主要な事業内容 

ゴム類、化学品類、自動車部品、機械器具、精密測定機器および分析機器、その他

各種商品の輸出入および国内販売ならびに不動産賃貸業 

 

(12) 主要拠点等 

本社 東京 

支店 大阪、名古屋 

海外 

ニューヨーク、デトロイト、上海、広州、天津、バンコク、ホー

チミン、ハノイ、グルガオン（インド）、香港、イラプアト（メ

キシコ）、ジャカルタ、シンガポール 

 

(13) 従業員の状況 

① 当社グループの従業員の状況 

従業員数 前連結会計年度末比増減 

名 名 

295 +35 

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。 
2. 従業員数には臨時従業員（派遣社員、パートタイマーおよび短期アルバイト社員）は含ん

でおりません。 

 

② 当社の従業員の状況 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

名 名 歳 年 

188 +11 40.34 10.84 

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。 
2. 従業員数には国内・海外への出向者は含んでおりません。 
3. 従業員数には臨時従業員（派遣社員、パートタイマーおよび短期アルバイト社員）は含ん

でおりません。 
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(14) 主要な借入先 

借   入   先 借入額（残高） 

 百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 359 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 300 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 70 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 50 

 
(15) 重要な子会社の状況 

会  社  名 資本金 出資比率 主要な事業内容 

Sanyo Corporation of America 
千米ドル 

2,500 
100.0％ 各種商品の輸出入および現地販売 

三洋物産貿易（上海）有限公司 
千RMB 
6,577 

100.0％ 各種商品の輸出入および現地販売 

San-Thap International Co., Ltd. 
千THB 
28,600 

51.0％ 各種商品の輸出入および現地販売 

三洋機械工業株式会社 
万円 
1,200 

100.0％ 
一般機械の設計、製作、加工およ
び修理ならびに販売 

コスモス商事株式会社 
万円 

10,000 
100.0％ 

資源エネルギー開発機器の輸入販
売 

株式会社ケムインター 
万円 
1,296 

76.8％ 化学品の輸出入および国内販売 

株式会社ソート 
万円 
1,000 

100.0％ 工業化学薬品の輸入販売 

日本ルフト株式会社 
万円 
1,000 

100.0％ 
医療機器の開発・製造販売、 
医療機器および理化学機器の輸入
販売 
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2. 会社の概況（平成28年９月30日現在） 

(1) 会社の株式に関する事項 

① 発行可能株式総数 40,000,000株

② 発行済株式の総数 14,503,854株

③ 株主の総数 3,796名

④ 大株主 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口） 

795,600株 5.56％ 

東亞合成株式会社 748,665株 5.23％ 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 641,556株 4.48％ 

玉木 廸 575,187株 4.02％ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 568,742株 3.97％ 

株式会社三井住友銀行 568,742株 3.97％ 

三井住友信託銀行株式会社 568,000株 3.97％ 

東銀リース株式会社 564,240株 3.94％ 

三井住友海上火災保険株式会社 530,762株 3.71％ 

明治安田生命保険相互会社 337,664株 2.36％ 

(注) 持株比率算出については、自己株式（196,646株）を控除しております。 
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(2) 会社の新株予約権等に関する事項 

① 新株予約権の内容の概要 

名 称 

発行決議日 

新株予

約権の

数 

目的である

株式の種類

お よ び 数 

新株予約権

の払込金額 

新株予約権

の行使価格 
権利行使期間 

新株予約

権の対象

者 

第１回 

株式報酬型 

新株予約権 

（平成26年

２月12日） 

323個 
普通株式 

32,300株 

１個当たり

55,600円 

(１株当た

り556円) 

１個当たり

100円 

(１株当た

り１円) 

平成26年２月

28日～ 

平成56年２月

27日 

取締役 

および 

執行役員 

第２回 

株式報酬型 

新株予約権 

（平成27年

２月10日） 

179個 
普通株式 

17,900株 

１個当たり

99,800円 

(１株当た

り998円) 

１個当たり

100円 

(１株当た

り１円) 

平成27年２月

26日～ 

平成57年２月

25日 

取締役 

および 

執行役員 

第３回 

株式報酬型 

新株予約権 

（平成28年

２月５日） 

193個 
普通株式 

19,300株 

１個当たり

72,900円 

(１株当た

り729円) 

１個当たり

100円 

(１株当た

り１円) 

平成28年２月

23日～ 

平成58年２月

22日 

取締役 

および 

執行役員 

 

② 当事業年度の末日において当社役員が保有する職務執行の対価として交付し

た新株予約権の状況 

区分 発行回次 個数 
目的となる株式の 

種類および数 
保有者数 

取締役 
第１回株式報酬型

新株予約権 
198個 普通株式19,800株 ３名 

取締役 
第２回株式報酬型

新株予約権 
145個 普通株式14,500株 ４名 

取締役 
第３回株式報酬型

新株予約権 
164個 普通株式16,400株 ４名 

 

③ 当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付した新株予

約権の状況 

区分 発行回次 個数 
目的となる株式の 

種類および数 
交付者数 

執行役員 

（海外居住者を除く） 

第３回株式報酬型

新株予約権 
29個 普通株式2,900株 ５名 

（注）執行役員には取締役兼務者は含みません。 
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(3) 会社役員に関する事項 

① 平成28年９月30日現在の取締役 

地  位 氏  名 担当および重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 増 本 正 明   

取 締 役 新 谷 正 伸 経営戦略室長 

取 締 役 高 野  学 
化学品事業部長兼 
産業資材事業部担当 

取 締 役 高 須  淳 管理部門担当 

取 締 役 山 田 洋之助 
山田・合谷・鈴木法律事務所 代表パートナー 
三菱倉庫株式会社 社外監査役 
兼松株式会社 社外監査役 

取 締 役 
（常勤監査等委員） 

鈴 木 壽太郎   

取 締 役 
（ 監 査 等 委 員 ） 

市 毛 由美子 
のぞみ総合法律事務所 パートナー 
ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 社外取締役 
イオンモール株式会社 社外監査役 

取 締 役 
（ 監 査 等 委 員 ） 

柳 澤  匡   

(注) 1. 当社は平成27年12月17日開催の定時株主総会決議にもとづき、同日付で監査等委員会
設置会社に移行しました。 

2. 山田洋之助氏、市毛由美子氏および柳澤匡氏は社外取締役であります。 
3. 取締役山田洋之助氏、取締役（監査等委員）市毛由美子氏および柳澤匡氏は金融商品

取引所の定めにもとづく独立役員であります。 
4. 社外取締役が兼務している他の法人と当社との間には、重要な関係はありません。 
5. 取締役鈴木壽太郎氏は平成27年12月17日開催の定時株主総会終結の時をもって任期満

了し、取締役（監査等委員）に就任しました。 
6. 監査役市毛由美子氏は平成27年12月17日開催の定時株主総会終結の時をもって任期満

了し、取締役（監査等委員）に就任しました。 
7. 監査役小林和明氏および宇野隆氏は平成27年12月17日開催の定時株主総会終結の時を

もって任期満了し、退任しました。 
8. 取締役（監査等委員）が法令に定める員数を欠く場合に備え、取締役（監査等委員）

の補欠者に前原輝幸氏が選任されました。 
9. 取締役（監査等委員）鈴木壽太郎氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委

員を選定している理由につきましては、社内の事情に精通し、容易に会社情報を収集
できる者が執行役員会等の取締役会以外の重要な会議に出席したり、内部監査部門と
の連携を密に図ること等により得られた情報を監査等委員全員で共有し、取締役会に
対する監査・監督の実効性を高めるためであります。 

10. 取締役(監査等委員）柳澤匡氏は金融機関における長年の経験があり、財務および会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。 

 

② 責任限定契約の内容の概要 

当社と山田洋之助氏、鈴木壽太郎氏、市毛由美子氏、柳澤匡氏は会社法第427

条第１項の規定にもとづき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約にもとづく賠償責任限度額は、法令に定める

額としております。 
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③ 取締役および監査役の報酬等の総額 

取締役（監査等委員を除く｡）６名 117,069千円

取締役（監査等委員）３名 20,600千円

監査役３名 5,250千円
 
(注) 1. 上記報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与32,900千円が含まれております。 

2. 上記の取締役の報酬等の支払額には、ストックオプションによる報酬額11,955千円が
含まれております。 

3. 上記のうち社外役員４名に対する報酬は17,050千円であります。 
4. 上記には、平成27年12月17日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１

名、監査役３名を含んでおります。 

 

④ 社外役員に関する事項 

区  分 氏  名 主な活動状況 

取 締 役 山 田 洋之助 当期開催の取締役会15回のうち13回に出席し、主に弁護
士としての専門的見地からの発言を行っております。 

取 締 役 
（ 監 査 等 委 員 ） 

市 毛 由美子 当期開催の取締役会15回のうち14回に出席し、また、当
期開催の監査等委員会10回のうち全てに出席（監査等委
員会設置会社移行前の監査役会４回のうち全てに出席）
し、主に弁護士としての専門的見地からの発言を行って
おります。 

取 締 役 
（ 監 査 等 委 員 ） 

柳  澤   匡 平成27年12月17日就任以降開催の取締役会11回のうち全
てに出席し、また、平成27年12月17日就任以降開催の監
査等委員会10回のうち全てに出席し、金融機関における
経験および見識を活かし、有用な発言を行っておりま
す。 

 

⑤ 執行役員 

＊ 社長執行役員 増 本 正 明 

＊ 執 行 役 員 経営戦略室長 新 谷 正 伸 

＊ 執 行 役 員 化学品事業部長兼産業資材事業部担当 高 野   学 

＊ 執 行 役 員 管理部門担当 高 須   淳 

 執 行 役 員 Sanyo Corporation of America社長兼 

Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V.社長 

棚 橋 直 樹 

 執 行 役 員 ゴム事業部長 中 村 浩 人 

 執 行 役 員 管理部門統括 白 井   浩 

 執 行 役 員 化学品事業部長補佐 進 藤 健 一 

 執 行 役 員 機械・環境事業部長兼科学機器事業部長 中 川 秀 樹 

 執 行 役 員 コスモス商事(株)社長 浜   邦 彦 

(注) ＊印の執行役員は取締役を兼務しております。 
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(4) 会計監査人に関する事項 

① 名  称 新日本有限責任監査法人

 

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支  払  額 

当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額 34,000千円 

当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 

34,000千円 

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法にもとづく監査と金融商品取引法
にもとづく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないこと
から、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

2. 当社の重要な子会社のうち、Sanyo Corporation of America、三洋物産貿易（上海）有限
公司およびSan-Thap International Co., Ltd.は当社の会計監査人以外の公認会計士また
は監査法人の監査またはレビューを受けております。 

3. 当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬
見積りの算出根拠等について、その適切性・妥当性を検証した結果、上記の報酬等の額は
合理的なものであると判断し、同意いたしました。 

 

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

のいずれかに該当すると認められる場合、監査等委員全員の同意により、会

計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨お

よびその理由を報告いたします。 

また、監査等委員会は、上記のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する

事由の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、株主

総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い

たします。 

 

④ 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に係る事項 

金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容 

(イ) 処分対象 

     新日本有限責任監査法人 

(ロ) 処分内容 

     ・業務改善命令(業務管理体制の改善) 

     ・契約の新規の締結に関する業務の停止(平成28年１月１日から 

       平成28年３月31日までの３か月間) 

(ハ) 処分理由 

     ・社員の過失による虚偽証明 

     ・監査法人の運営が著しく不当 
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(5) 内部統制システム体制について 

当社グループは以下のとおり内部統制システムを構築・運用しております。 

また、内部統制システムは法令改正や経営環境の変化に対応し、継続して見直しを

はかり、その改善に努めてまいります。 

 

Ⅰ. 企業集団の業務の適正を確保するための体制 

1. 当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款

に適合することを確保するための体制  

① 当社および当社子会社の役職員が経営理念にもとづき、法令・定款に準拠

した行動をとるための規範として「三洋貿易グループ行動基準マニュアル」

を制定しております。この実効性を担保するため、社長がコンプライアン

ス担当取締役を定めるほか、「コンプライアンス規程」に則り「コンプラ

イアンス委員会」を設置し、法令遵守に対する全社的取り組みを横断的に

統括する体制を構築し、定期的にその状況を取締役会に報告することとし

ております。 

子会社においては、「子会社管理規程」ならびに「決裁権限基準」等にも

とづき当社取締役会・主管部門への定期的報告ならびに執行役員会への出

席等を通じて定期的にその状況を報告できる体制を整備しております。ま

た、関係規程に定められた内容によっては当社取締役会にて決裁を行うこ

と等により法令等への適合性を確保しております。 

② 内部監査室は、当社および当社子会社の業務活動が法令、社内規程、一般

の取引慣行等に従って効率的に運営されているかについて監査を実施し、

その結果を取締役へ報告しております。 

③ 法令または社会規範に反する行為またはそのおそれのある行為を発見した

場合の内部通報窓口として社内においては「コンプライアンス委員会」を、

外部においては第三者（弁護士）を設定し、運営しております。この場合

の通報者には不利益な取扱いを受けないよう社内規程を制定し当該報告者

を保護しております。 

 

2. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役会資料・同議事録をはじめとする重要文書、電磁的記録は「文書取扱規

程」等社内規程に定めるところに従い保存・管理を行い、取締役が必要に応じ

適宜これらを閲覧できる体制を整備しております。 

 

3. 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

業務遂行から生ずる様々なリスクを可能な限り統一的尺度で総合的に把握した

うえで、経営の安全性を確保しつつ株主価値の極大化を追求するため、総合的

なリスク管理を行っております。 
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具体的には当社では「リスク管理規程」に則り、リスクの種類に応じた責任部

署を定め、リスクを網羅的・総合的に管理することにより管理体制を明確化し

ております。社長がリスク管理担当取締役を定めるほか、「リスク管理委員会」

を設置し、当社が業務上の必要性に応じて保有する諸リスクおよび事業継続の

ため回避すべきリスクを総合的にモニタリングし、リスクの変化に迅速に対処

するとともに、回避すべきリスクが現実となった場合の対応策等を含めた総合

的リスク管理の状況を定期的に取締役会に報告する体制としております。子会

社においては、「リスク管理規程」により必要に応じ、子会社代表等からの聴

取を通じて、損失に備える体制を整備しております。 

 

4. 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制 

当社グループの経営目標を定めるとともに経営計画を策定し、計画と計画達成

に向けた進捗状況を対比・検証する体制を構築しております。 

取締役会の決定にもとづく職務の執行を効率的に行うため、各取締役および執

行役員に委任された事項については、「組織規程」、「職務権限規程」、「決

裁権限基準」等の社内規程にもとづきその職務を分担しております。 

関連諸規程を都度見直すことにより権限委譲体制を整備し意思決定ルールの明

確化を図るとともに、併せて相互牽制システムの一層の拡充を図ることにより、

取締役の職務の執行が組織的に適正かつ効率的に行われることを確保する体制

としております。子会社においては、当社グループの経営目標に沿った経営計

画を策定させたうえで、進捗状況を対比・検証しております。 

 

5. 当社および当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制 

当社グループとしての業務の適正を確保するため、グループ共通の経営理念の

ほか、グループ経営に関する管理の基本方針を策定し、理念の統一を図ってお

ります。また子会社ごとに、当社における担当責任者を定め、事業の統括的な

管理を行うとともに子会社より適宜業務に関する報告を受ける体制としており

ます。 

 

6. 監査等委員会の監査の実効性を確保するための体制 

① 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項 

監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人については、当面こ

れを置かない方針である旨監査等委員会より報告を受けております。 

② 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人の独立性に関する事

項 

前記①のとおりであります。 
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③ 監査等委員会への報告に関する体制 

当社グループの取締役および使用人は法定の事項に加え、重要な会議にお

ける決議・報告事項をはじめ、監査等委員でない取締役の職務の執行に係

る重要な書類を監査等委員会に回付するとともに、会社に重大な影響を及

ぼすおそれのある事項については適宜報告を行っております。また、当社

子会社については、定期的に子会社経営者から報告を受けるとともに内部

監査室ならびに子会社監査役等との連携を通じて子会社の管理状況を確認

しております。 

④ 監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り

扱いを受けないことを確保するための体制 

当社グループでは、内部通報制度を制定し、監査等委員会に報告した者が

当該報告を理由として不利な取り扱いを受けないよう保護しております。 

⑤ 監査等委員の職務の執行について生ずる前払い等の費用にかかる方針に関

する事項 

監査等委員がその職務の執行に関して、費用の前払い等の請求を行った場

合、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用の前払い

等を行っております。 

⑥ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役会、執行役員会、重要な会議等へ出席するとともに、代表取締役、

会計監査人および内部監査室等と適宜意見交換を行っております。 

 

7. 反社会的勢力に対する体制 

① 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

当社は、｢反社会的勢力対応規程第３条」において「反社会的勢力に利益を

供与することはもちろん、反社会的勢力と関わること自体いかなる形であ

っても絶対にあってはならない。当社役員、社員は社会正義を貫徹し、顧

客、市場、社会からの信頼を勝ち得るべく、反社会的勢力の不当な介入を

許すことなく、断固として排除する姿勢を示さなければならない｡」ことを

規定しております。 

② 反社会的勢力排除に向けた整備の状況 

当社は、「三洋貿易グループ行動基準マニュアル」、「反社会的勢力チェ

ックマニュアル」その他の規程を整備し、反社会的勢力排除に向けた行動

指針を当社グループ全体に示し、その徹底を図っております。 
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Ⅱ. 企業集団の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当期における主な取り組みの状況は次のとおりであります。 

① コンプライアンス 

当社グループの全役職員を対象としたコンプライアンス研修を適宜実施す

るほか、経営トップから全役職員に向けて、コンプライアンスの重要性や

企業倫理の確立に向けたメッセージを繰り返し発信するなど、コンプライ

アンス意識の向上に取り組みました。 

② リスクマネジメント 

リスク管理委員会を適宜開催し、当社グループ全体のリスクマネジメント

に関する課題・対策について検討いたしました。また、その状況について

は、適宜取締役会に報告し協議を行うなど、リスク管理の強化に取り組み

ました。 

③ 内部監査・子会社管理 

「内部監査規程」にもとづき、当社グループの内部監査を実施いたしまし

た。また、「子会社管理規程」にもとづき、子会社の事業運営に関する重

要な事項について適宜情報交換、協議するなど、子会社の管理・支援の強

化に取り組みました。 

④ 財務報告に係る内部統制 

財務報告に係る内部統制につきましては、当社グループの事業環境に関わ

る様々なリスクの評価を行い、内部統制が有効かつ継続的に機能するよう、

統制環境の整備、統制活動の推進およびモニタリング等を実施いたしまし

た。 

 

(6) 株式会社の支配に関する基本方針 

特に定めておりません。 

 

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題のひとつと考えております。

当期純利益の状況、次期以降の業績見通し、経営基盤の強化と戦略的な資金需要を

勘案した上で、連結配当性向25%を下限の目処とし、柔軟に株主還元を図ることを

基本方針としております。 

内部留保資金につきましては、将来の成長分野への戦略的な投資や今後の海外事業

の拡大に活用していく方針であります。 

当期の期末配当金につきましては、１株につき26円とさせていただきました。すで

に、平成28年６月13日に実施済みの中間配当金１株当たり23円とあわせまして、年

間配当金は１株当たり49円となります。 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

（注）本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連結貸借対照表 
（平成28年９月30日現在） 

（単位：千円） 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）   （ 負 債 の 部 ）   

  流 動 資 産 26,290,365   流 動 負 債 10,348,927 

    現 金 及 び 預 金 3,712,117     支払手形及び買掛金 7,006,325 

    受取手形及び売掛金 12,856,873     短 期 借 入 金 729,953 

    電 子 記 録 債 権 766,080     1年内返済予定の長期借入金 65,930 

    た な 卸 資 産 7,756,422     未 払 金 567,569 

    繰 延 税 金 資 産 200,848     未 払 法 人 税 等 966,599 

    そ の 他 1,006,643     賞 与 引 当 金 20,351 

    貸 倒 引 当 金 △8,619     そ の 他 992,199 

  固 定 資 産 6,165,123   固 定 負 債 1,151,907 

    有形固定資産 1,984,874     長 期 借 入 金 50,000 

      建物及び構築物  1,294,348     繰 延 税 金 負 債 134,290 

      機械装置及び運搬具 213,220     退職給付に係る負債 739,396 

      土 地 340,718     長 期 預 り 金 210,339 

      そ の 他 136,586     そ の 他 17,882 

    無形固定資産 855,493 負 債 合 計  11,500,835 

      の れ ん 662,669 （ 純 資 産 の 部 ）    

      そ の 他 192,824   株 主 資 本 19,943,300 

    投資その他の資産 3,324,755     資  本  金  1,006,587 

      投 資 有 価 証 券 2,573,358     資 本 剰 余 金 426,948 

      長 期 貸 付 金 510     利 益 剰 余 金 18,698,503 

      繰 延 税 金 資 産 76,912     自  己  株  式  △188,739 

      そ の 他 680,672   その他の包括利益累計額 406,419 

      貸 倒 引 当 金 △6,698     その他有価証券評価差額金 518,634 

        為替換算調整勘定  △112,215 

      新 株 予 約 権 47,891 

      非支配株主持分 557,043 

    純 資 産 合 計  20,954,653 

資 産 合 計  32,455,489 負 債 純 資 産 合 計  32,455,489 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結損益計算書 

( 自 平成27年10月１日 
至 平成28年９月30日 ) 

（単位：千円） 

科             目 金              額 

売上高   59,908,557 

売上原価   49,891,274 

  売上総利益   10,017,282 

販売費及び一般管理費   5,964,708 

  営業利益   4,052,573 

営業外収益     

  受取利息 6,414   

  受取配当金 80,123   

  為替差益 98,643   

  その他 92,823 278,005 

営業外費用     

  支払利息 15,039   

  売上割引 10,931   

  その他 30,545 56,516 

  経常利益   4,274,062 

特別利益     

  国庫補助金 12,000 12,000 

特別損失     

  固定資産圧縮損 1,954   

  和解金 32,361 34,315 

  税金等調整前当期純利益   4,251,746 

  法人税、住民税及び事業税 1,417,682   

  法人税等調整額 14,437 1,432,120 

  当期純利益   2,819,626 

  非支配株主に帰属する当期純利益   61,701 

  親会社株主に帰属する当期純利益   2,757,924 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

( 自 平成27年10月１日 
至 平成28年９月30日 ) 

（単位：千円） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,006,587 428,398 16,627,189 △192,195 17,869,980 

連結会計年度中の変動額           

  剰余金の配当     △686,609   △686,609 

  親会社株主に帰属する当期純

利益 
    2,757,924   2,757,924 

  自己株式の処分   △1,450   3,455 2,005 

  株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 － △1,450 2,071,314 3,455 2,073,319 

当期末残高 1,006,587 426,948 18,698,503 △188,739 19,943,300 

 

 

その他の包括利益累計額 

新株予約権 
非支配株主 

持分 

純資産 

合計 
その他有価

証券評価差

額金 

為替換算 

調整勘定 

その他の包

括利益累計

額合計 

当期首残高 693,428 233,072 926,500 35,823 562,110 19,394,414 

連結会計年度中の変動額             

  剰余金の配当           △686,609 

  親会社株主に帰属する当期純

利益 
          2,757,924 

  自己株式の処分           2,005 

  株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
△174,793 △345,287 △520,081 12,068 △5,066 △513,080 

連結会計年度中の変動額合計 △174,793 △345,287 △520,081 12,068 △5,066 1,560,239 

当期末残高 518,634 △112,215 406,419 47,891 557,043 20,954,653 

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 

 

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等) 

1. 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数   8社 

   連結子会社の名称 

    Sanyo Corporation of America 

    三洋機械工業㈱ 

    コスモス商事㈱ 

    三洋物産貿易（上海）有限公司 

    ㈱ケムインター 

    San-Thap International Co., Ltd. 

    ㈱ソート 

    日本ルフト㈱ 

 

㈱ソートは、平成28年２月29日の株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子

会社となりました。 

日本ルフト㈱は、平成28年７月29日の株式取得に伴い、当連結会計年度より連

結子会社となりました。なお、みなし取得日を当連結会計年度末としているた

め、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結しております。 

 

 (2) 非連結子会社の数  10社 

   非連結子会社の名称 

    三洋東知（上海）橡胶有限公司 

    三洋テクノス㈱ 

    コムスタージャパン㈱ 

    Sanyo Trading(Viet Nam) Co., Ltd. 

    Sanyo Trading India Private Limited  

    三洋物産貿易（香港）有限公司 

    Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V. 

    PT. Sanyo Trading Indonesia 

    Singapore Sanyo Trading Pte. Ltd. 

    Sanyo Trading (Thailand) Co., Ltd. 

非連結子会社10社は、いずれも総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲

から除外しております。 
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2. 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した会社はありません。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称 

   子会社 

    三洋東知（上海）橡胶有限公司 

    三洋テクノス㈱ 

    コムスタージャパン㈱ 

    Sanyo Trading(Viet Nam) Co., Ltd. 

    Sanyo Trading India Private Limited 

    三洋物産貿易（香港）有限公司 

    Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V. 

    PT. Sanyo Trading Indonesia 

    Singapore Sanyo Trading Pte. Ltd. 

    Sanyo Trading (Thailand) Co., Ltd. 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外してお

ります。 

 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、三洋物産貿易（上海）有限公司、㈱ソート、日本ルフト㈱

を除き決算日は連結決算日と一致しております。 

三洋物産貿易（上海）有限公司の決算日は12月31日、㈱ソートは３月31日であ

り、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎とする方

法を採用しております。日本ルフト㈱の決算日は８月31日であり、決算日の財

務諸表を使用しております。なお、連結決算日との差異期間における重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

4. 会計方針に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

・ 時価のあるもの … 期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

・ 時価のないもの … 移動平均法による原価法 

  ② デリバティブ 

    時価法によっております。 

  ③ たな卸資産 

主として総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

によっておりますが、在外子会社３社は個別法による低価法によっておりま

す。 
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 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

    主として定率法によっております。 

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

によっております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

    建物及び構築物        ３～50年 

    機械装置及び運搬具      ２～17年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法によっております。 

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

金銭債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の内容を勘案し、その回収

不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 

一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見

込額に基づき計上しております。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債並

びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて表示してお

ります。 

 (5) 退職給付に係る負債の計上基準 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上し

ております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。また、数理計算上の差異は、発生時に一括費用処理しております。 

 (6) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。 

 (7) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更に関する注記） 

 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以

下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業

会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下

「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継

続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として

計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合

については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結

合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対

する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する

方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、

連結会計基準第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定め

る経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって

適用しております。 

 この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

はそれぞれ58,331千円減少しております。 

 また、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

(減価償却方法の変更) 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に

係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成

28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響は軽微であります。 
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(連結貸借対照表に関する注記) 

1. 担保提供資産 

担保資産の内容及びその金額 

たな卸資産 694,107千円

投資有価証券 144,990千円

合計 839,098千円
 

担保に係る債務の金額 

買掛金 425,434千円

短期借入金 70,784千円

合計 496,218千円

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,398,333千円

 

3. 圧縮記帳額 

当連結会計年度において国庫補助金により有形固定資産の取得価額から直接控除

した圧縮記帳額は以下のとおりであります。 

      機械装置及び運搬具                                           1,448千円 

      その他                                                         506千円 

 

4. 保証債務 

下記の銀行借入等に対し、保証を行っております。 

従業員 2,015千円

三洋東知（上海）橡胶有限公司 86,464千円

Sanyo Trading India Private Limited 167千円

Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V. 163,392千円

合計 252,038千円 
 

5. 輸出手形割引高 7,536千円 
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数 

   普通株式 14,503,854株

 

2. 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額 
(千円) 

１株当たり 
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成27年11月６日 
取締役会 

普通株式 357,590 25.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日 

平成28年５月11日 
取締役会 

普通株式 329,019 23.00 平成28年３月31日 平成28年６月13日 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 
総額 
(千円) 

１株当たり 
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成28年11月８日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 371,987 26.00 
平成28年
９月30日 

平成28年
12月１日 

 

3. 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類および数 

   普通株式 65,900株
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(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機

関からの借入により資金を調達しております。デリバティブ取引は、主に事業

活動上生じる為替変動リスク等の市場リスクを回避する目的で行っております。 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク、並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒

されております。 

当該リスクに関しては、当社グループの取引管理規程に従い、取引先からの回

収期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把

握する体制としております。営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほと

んどが１年以内の支払期日であります。 

外貨建ての営業債権、外貨建ての営業債務については、債権、債務ともに先物

為替予約及び通貨オプションを利用して為替リスクをヘッジしております。但

し、売側買側ともに同じ外貨での取引についてはネットしたポジションについ

てのみ原則として先物為替予約及び通貨オプションを利用してヘッジしており

ます。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主

に業務上関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況を

把握し、営業取引及び財務取引の状況を勘案して保有状況を随時見直しており

ます。 

短期借入金及び長期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。 

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対す

るヘッジを目的とした先物為替予約取引及び通貨オプション取引であります。 

 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動

要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することがあります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 
平成28年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

 
連 結 貸 借 対 照 表

計上額(千円) 

時価 

（千円） 

差額 

(千円) 

(1) 現金及び預金 3,712,117 3,712,117 － 

(2) 受取手形及び売掛金 12,856,873   

(3) 電子記録債権 766,080   

   貸倒引当金*1 △8,619   

 13,614,333 13,614,333 － 

(4) 投資有価証券 1,884,893 1,884,893 － 

 資産計 19,211,344 19,211,344 － 

(5) 支払手形及び買掛金 7,006,325 7,006,325 － 

(6) 短期借入金 729,953 729,953 － 

(7) 長期借入金（１年以内返済予定の長期
借入金を含む） 

115,930 115,761 △168 

 負債計 7,852,209 7,852,040 △168 

(8) デリバティブ取引*2 (26,966) (26,966) － 

*1 受取手形及び売掛金、電子記録債権については対応する貸倒引当金を控除してお

ります。 

*2 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については、（  )で表示しております。 

 

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する

事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

(4) 投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

(5) 支払手形及び買掛金、(6) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。 
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(7) 長期借入金 

これらの時価については、新たに同一残存期間の借入を同様の条件の下で行う

場合に適用される利率を使用して、将来の見積りキャッシュ・フローを割引く

ことにより算定しております。 

(8) デリバティブ取引 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

(注) 2. 非上場株式等（連結貸借対照表計上額688,465千円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、｢(4) 投資有価証券｣ には含めてお

りません。 

 

(注) 3. 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

預金 3,705,972 － － 

受取手形及び売掛金 12,856,873 － － 

電子記録債権 766,080 － － 

合計 17,328,926 － － 

 

(注) 4. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

長期借入金 65,930 － 50,000 

合計 65,930 － 50,000 

 

 
３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 － － － 

合計 － － － 
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(賃貸等不動産に関する注記) 

 当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等を有しております。

平成 28 年９月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 166,140 千円（賃貸

収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価

は次のとおりであります。 

連結貸借対照表計上額（千円） 
当連結会計年度末の 

時価（千円) 当連結会計年度 
期首残高 

当連結会計年度 
増減額 

当連結会計年度 
末残高 

551,056 △23,502 527,554 2,265,000 

(注) 1.  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

 2.  当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費であります。 

3.  期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づきます。 

    但し、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる

指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によ

っております。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 1,422円34銭

2. １株当たり当期純利益 192円79銭
  
(注)「会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、企業結合会計基準等を適用し

ております。 

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益はそれぞ

れ、４円 08 銭減少しております。 
 

(重要な後発事象に関する注記) 

 該当事項はありません。 

 

 

 



 更新日時:2016/11/16 21:11:00 印刷日時:2016/
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
平成28年11月15日 

三 洋 貿 易 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御 中 
新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  伊  藤  恭  治 ㊞  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  三  宅  孝  典 ㊞  

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三洋貿易株式会社の平成27年10月１日か
ら平成28年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、三洋貿易株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。 

以  上 
 

 



 更新日時:2016/11/17 20:00:00 印刷日時:2016/
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監査等委員会の監査報告書謄本 

 

監  査  報  告  書 
 
  当監査等委員会は、平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第70期事業年度における取締役の職
務の執行について監査いたしました。その方法および結果について報告いたします。 
  
1.  監査の方法およびその内容 

  監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハに掲げる事項に関する取締役会の決議
の内容ならびに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システムに係る体制全般）について
取締役および使用人等からその構築および運用の状況につき定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。 
①監査等委員会が定めた監査方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携のうえ、重要な

会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行に関する報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類を閲覧し、本店および主要な事業所において業務および財産の状況を調査
しました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを、監視および検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を受けました。 

  以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算
書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検
討いたしました。 
 

 
2.  監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示していると認

めます。 
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。 
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。 

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果 
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。 

 
平成28年11月17日 

三洋貿易株式会社  監査等委員会 

常勤監査等委員  鈴  木  壽太郎 ㊞

監査等委員  市  毛  由美子 ㊞

監査等委員  柳  澤    匡   ㊞
     
（注）監査等委員市毛由美子および柳澤匡は、会社法第２条第15号および第331条第６項に規定する社外
取締役であります。 
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貸 借 対 照 表 
（平成28年９月30日現在） 

（単位：千円） 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）   （ 負 債 の 部 ）   

  流 動 資 産 20,195,735   流 動 負 債 8,832,527 

    現 金 及 び 預 金 2,700,167     支 払 手 形  95,032 

    受 取 手 形  1,308,122     買 掛 金 5,170,592 

    電 子 記 録 債 権 766,080     短 期 借 入 金  227,825 

    売 掛 金 9,112,047     1年内返済予定の長期借入金 50,000 

    商 品 4,740,829     短 期 リ ー ス 債 務  4,073 

    未 着 商 品  824,161     未 払 金 351,696 

    前 渡 金 197,130     未 払 費 用  103,611 

    前 払 費 用  62,686     未 払 法 人 税 等 857,312 

    繰 延 税 金 資 産 89,902     前 受 金 583,057 

    関係会社短期貸付金  192,872     預 り 金 1,367,828 

    未 収 金 66,700     そ の 他 21,496 

    そ の 他 142,609   固 定 負 債 966,994 

    貸 倒 引 当 金  △7,573     長 期 借 入 金  50,000 

  固 定 資 産 7,406,861     長 期 リ ー ス 債 務  11,404 

    有形固定資産 1,704,311     退 職 給 付 引 当 金  695,251 

      建 物 1,275,947     長 期 預 り 金  210,339 

      構 築 物 12,697 負 債 合 計 9,799,522 

      機 械 及 び 装 置 15,585 （ 純 資 産 の 部 ）   

      器 具 及 び 備 品 45,156   株 主 資 本 17,232,077 

      土 地 340,498     資 本 金 1,006,587 

      有 形 リ ー ス 資 産  14,426     資本剰余金 426,948 

    無形固定資産 184,574       資 本 準 備 金 367,844 

      借 地 権 1,820       その他資本剰余金  59,103 

      ソ フ ト ウ エ ア 23,157     利益剰余金 15,987,281 

      ソフトウエア仮勘定 151,700       利 益 準 備 金 159,685 

      電 話 加 入 権 7,305       その他利益剰余金  15,827,596 

      水 道 施 設 利 用 権  590         固定資産圧縮積立金 12,238 

    投資その他の資産 5,517,976         特別償却準備金  6,786 

      投 資 有 価 証 券 2,052,713         別 途 積 立 金 10,000,000 

      関 係 会 社 株 式 2,914,440         繰越利益剰余金  5,808,571 

      出 資 金 26,402     自 己 株 式 △188,739 

      関 係 会 社 出 資 金  215,363   評 価 ・ 換 算 差 額 等 523,105 

      破 産 更 生 債 権 等  6,698     その他有価証券評価差額金 523,105 

      長 期 前 払 費 用 1,953   新 株 予 約 権 47,891 

      預 託 保 証 金 148,733     

      繰 延 税 金 資 産 14,427     

      そ の 他 143,941     

      貸 倒 引 当 金 △6,698 純 資 産 合 計 17,803,075 

資 産 合 計 27,602,597 負 債 純 資 産 合 計 27,602,597 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
( 自 平成27年10月１日 

至 平成28年９月30日) 
（単位：千円） 

科             目 金              額 

売上高   45,434,549 

売上原価   37,812,504 

  売上総利益   7,622,045 

販売費及び一般管理費   4,458,296 

  営業利益   3,163,749 

営業外収益     

  受取利息 2,033   

  受取配当金 299,781   

  その他 49,074 350,889 

営業外費用     

  支払利息 11,116   

  売上割引 7,587   

  為替差損 4,902   

  その他 25,634 49,241 

  経常利益   3,465,397 

特別利益     

  国庫補助金 12,000 12,000 

特別損失     

  固定資産圧縮損 1,954   

  和解金 32,361 34,315 

  税引前当期純利益   3,443,081 

  法人税、住民税及び事業税   1,079,230 

  法人税等調整額   △23,461 

  当期純利益   2,387,312 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
( 自 平成27年10月１日 

至 平成28年９月30日 ) 
 

（単位：千円） 

 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産 

圧縮積立金 

特別償却 

準備金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,006,587 367,844 60,554 428,398 159,685 12,238 7,565 10,000,000 4,107,090 14,286,579 

当期変動額           

  剰余金の配当         △686,609 △686,609 

  当期純利益         2,387,312 2,387,312 

  自己株式の処分   △1,450 △1,450       

  特別償却準備金の

取崩 
      △778  778 － 

  株主資本以外の 

  項目の当期変動額

（純額） 

          

  当期変動額合計 － － △1,450 △1,450 － － △778 － 1,701,480 1,700,702 

当期末残高 1,006,587 367,844 59,103 426,948 159,685 12,238 6,786 10,000,000 5,808,571 15,987,281 

 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △192,195 15,529,370 696,057 696,057 35,823 16,261,251 

当期変動額             

  剰余金の配当   △686,609       △686,609 

  当期純利益   2,387,312       2,387,312 

  自己株式の処分 3,455 2,005       2,005 

  特別償却準備金の

取崩 
  －       － 

  株主資本以外の 

  項目の当期変動額

（純額） 

    △172,951 △172,951 12,068 △160,883 

  当期変動額合計 3,455 1,702,707 △172,951 △172,951 12,068 1,541,823 

当期末残高 △188,739 17,232,077 523,105 523,105 47,891 17,803,075 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び …移動平均法による原価法 

    関連会社株式     

    その他有価証券 

・ 時価のあるもの … 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

・ 時価のないもの … 移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法によっております。 

 (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成

28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物           ３～39年 

器具及び備品       ２～20年 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法によっております。 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

 (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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3. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

金銭債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の内容を勘案し、その回収不

能見込額を計上しております。 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。なお、退職給付の算定にあたり退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。また、数理計算上の差異は、発生時に一括費用処理しております。 

 

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

 (2) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

 

(減価償却方法の変更) 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適

用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方

法を定率法から定額法に変更しております。 

 なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽

微であります。 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

1. 担保提供資産 

担保資産の内容およびその金額  

投資有価証券 144,990千円

合計 144,990千円
 

担保に係る債務の金額 

買掛金 425,434千円

合計 425,434千円

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,089,965千円
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3. 圧縮記帳額 

当事業年度において国庫補助金により有形固定資産の取得価額から直接控除した

圧縮記帳額は以下のとおりであります。 

機械及び装置                                                 1,448千円 

その他                                                         506千円 

 

4. 保証債務 

  下記の銀行借入金等に対し、保証を行っております。 

（関係会社）  

  Sanyo Corporation of America 110,487千円

  三洋物産貿易（上海）有限公司 97,420千円

  San-Thap International Co., Ltd. 1,802千円

  三洋東知（上海）橡胶有限公司 86,464千円

  Sanyo Trading India Private Limited 167千円

  Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V. 163,392千円

  小計 459,734千円

（その他）  

  従業員 2,015千円

  小計 2,015千円

  合計 461,749千円

 

5. 輸出手形割引高 7,536千円

 

6. 関係会社に対する金銭債権 

      短期金銭債権 854,305千円 
 

7. 関係会社に対する金銭債務 

      短期金銭債務 1,421,527千円

 

（損益計算書に関する注記） 

   関係会社との取引高 

      売上高 2,758,907千円

      仕入高 1,687,398千円

      その他営業取引高 60,973千円

      営業外取引高 262,713千円 
 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

  当事業年度末における自己株式の総数                196,646株 
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（税効果会計に関する注記） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

  貸倒引当金 4,375千円

  未払賞与等 31,894千円

  退職給付引当金 213,002千円

  未払事業税 54,255千円

  たな卸資産評価損 1,006千円

  投資有価証券評価損 47,781千円

  出資金評価損 33,761千円

  減損損失 54,716千円

  その他 37,911千円

繰延税金資産小計 478,704千円

  評価性引当額 △157,136千円

繰延税金資産合計 321,568千円

繰延税金負債  

  固定資産圧縮積立金 △5,822千円

  特別償却準備金 △3,008千円

  その他有価証券評価差額金 △208,407千円

  繰延税金負債合計 △217,238千円

繰延税金資産の純額 104,329千円

 

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等

の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、

平成28年10月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業

年度の32.26％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年10月１日から平成30

年９月30日までのものは30.86％、平成30年10月１日以降のものについては30.62％

にそれぞれ変更されております。 

 その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が4,734千

円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が15,896千円、その他有価証券

評価差額金が11,162千円それぞれ増加しております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

(1) 当社の親会社および主要株主（会社等の場合に限る｡）等 

該当事項はありません。 

 

(2) 当社の子会社および関連会社等 

 

種類 
会社等の名称 所在地 

資本金また

は出資金

（千円） 

事業の内容 

議決権等の所

有（被所有）

割合（％） 

関連当事者

との関係 

取引の   

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

子会社 

コスモス商事㈱ 
東京都 

千代田区 
100,000 

資源エネルギー開

発機器の輸入販売 

（ 所 有 ） 

直 接  100.0 

（ 被 所 有 ） 

直接 － 

間接 － 

子会社 

役員の兼務 

1名 

資金の受託 700,000 預り金 700,000 

㈱ケムインター 
東京都 

千代田区 
12,960 

医薬、染料等中間

体及び電子関連機

材の輸出販売 

（ 所 有 ） 

直 接  76.8 

（ 被 所 有 ） 

直接 － 

間接 － 

子会社 

役員の兼務 

1名 

資金の受託 540,000 預り金 540,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)一般取引条件を参考にして決定しております。 

 

(3) 当社と同一の親会社をもつ会社等および当社のその他の関係会社の子会社等 

該当事項はありません。 

 

(4) 当社の役員および主要株主（個人の場合に限る｡）等 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 1,241円00銭

2. １株当たり当期純利益 166円88銭 
 
（重要な後発事象に関する注記） 

  該当事項はありません。 
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会計監査人の監査報告書謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
平成28年11月15日 

三 洋 貿 易 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御 中 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  伊  藤  恭  治 ㊞  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  三  宅  孝  典 ㊞  

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三洋貿易株式会社の平成27年10月
１日から平成28年９月30日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。 

以  上 

 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

第１号議案 取締役（監査等委員である者を除く｡）５名選任の件 

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ｡）全員は、

本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の選任を

お願い申し上げます。 
なお、監査等委員会から、本議案につきましては特段の指摘すべき事項はないと報

告を受けております。 
取締役候補者は次のとおりであります。 

 

候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
当社株式 
の所有数 

 
１ 

 

ます もと まさ あき 

増 本 正 明 
 

(昭和25年 
９月17日 ) 

 

昭和49年４月 当社へ入社 
 

15,000株 
平成14年11月 東京産業資材１部長兼 

名古屋産業資材１部長 

平成17年12月 東京産業資材１部長兼 
名古屋支店長 

平成20年10月 執行役員産業資材事業部長 

平成24年12月 取締役兼執行役員事業副本部長 

平成25年12月 代表取締役社長兼社長執行役員（現任) 

【取締役候補者とした理由】 
平成25年社長就任以来、経営者として優れたリーダーシップを発揮し、当社事
業を拡大してきました。その豊富な事業経験や、幅広い知識と見識から、引き
続き代表取締役として当社経営を担う役割に相応しいと判断しました。 

 
２ 

 

しん たに まさ のぶ 

新 谷 正 伸 
 

(昭和33年
６月28日 ) 

 

昭和57年４月 当社へ入社 
 

20,000株 
平成20年10月 東京ゴム３部長 

平成22年10月 事業本部付部長 

平成24年１月 Sanyo Corporation of America 社長 

平成24年10月 執行役員Sanyo Corporation of America 
社長 

平成25年12月 取締役兼執行役員事業本部長 

平成26年10月 取締役兼執行役員経営戦略室長（現任) 

【取締役候補者とした理由】 
長年の営業経験に加え、北米・アジアでの豊富な海外駐在経験から、グローバ
ルな視点での当社グループ全体の事業および経営を推進していく役割が期待で
きると判断しました。 
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
当社株式 
の所有数 

 
３ 

 

たか の  まなぶ 

高 野  学 
 

(昭和26年
６月５日 ) 

 

昭和50年４月 当社へ入社 
 

32,293株 
平成16年４月 東京化学品１部長 

平成21年５月 Sanyo Corporation of America 社長 

平成22年４月 執行役員Sanyo Corporation of America 
社長 

平成24年１月 執行役員産業資材副事業部長兼名古屋
支店長 

平成24年10月 執行役員産業資材事業部長 

平成26年12月 取締役兼執行役員産業資材事業部長 

平成27年12月 取締役兼執行役員化学品事業部長兼産
業資材事業部担当 

平成28年10月 取締役兼執行役員化学品事業部担当兼
Sanyo Corporation of America 担 当 
(現任) 

【取締役候補者とした理由】 
当社主要部門である産業資材事業部長、化学品事業部長を歴任、業界での豊富
な経験から幅広い知識と見識を備えており、当社事業経営に貢献できるものと
判断しました。 

 
４ 

 

たか す  じゅん 

高 須  淳 
 

(昭和27年
４月12日 ) 

 

昭和51年４月 ㈱東京銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ銀行) 
入行 

 

8,400株 

平成18年４月 当社へ入社 

平成19年６月 財務部長 

平成19年12月 経営企画室長 

平成22年４月 執行役員内部監査室長 

平成27年12月 取締役兼執行役員管理部門担当（現任) 

【取締役候補者とした理由】 
財務部長、経営企画室長、内部監査室長を歴任、管理全般に関する高い見識か
ら、財務体質の健全化、ガバナンス体制・リスク管理体制の充実化に貢献でき
るものと判断しました。 

 
５ 

 

やま だ よう の すけ  

山 田 洋 之助  
 

(昭和34年
５月２日 ) 

 

平成元年４月 弁護士登録 
 

6,000株 
平成元年10月 山田法律事務所（現山田・合谷・鈴木

法律事務所）所属（現任） 

平成６年12月 当社社外監査役 

平成16年６月 三菱倉庫㈱社外監査役（現任） 

平成18年６月 兼松㈱社外監査役（現任） 

平成26年12月 当社社外取締役（現任） 

【社外取締役候補者とした理由】 
過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で、会社の経営に関
与したことはありませんが、弁護士としての専門知識と豊富な経験に加えて、
当社の社外監査役の経験から当社の事業内容にも精通されているため、社外取
締役に適任と判断しました。 

 
(注) 1. 上記各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

2. 山田洋之助氏は社外取締役候補者であります。 
3. 山田洋之助氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年であり

ます。 
4. 当社は、金融商品取引所の定めに従い、山田洋之助氏を独立役員として届け出ています。

同氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定です。 
5. 当社は、山田洋之助氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約にもとづく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め
る最低責任限度額としております。同氏が再任された場合は、当該契約を継続する予定で
あります。 
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第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件 

監査等委員である取締役が法令に定めた員数を欠くこととなる場合に備え、全ての

監査等委員である取締役の補欠として、予め補欠の監査等委員である取締役１名の

選任をお願い申し上げます。 
本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。 
補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。 

 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、地位および重要な兼職の状況 
当社株式 
の所有数 

 

まえ はら てる ゆき 

前 原 輝 幸 
 

(昭和24年
１月15日 ) 

 

昭和46年４月 国税庁入庁 
 

－株 
昭和53年７月 佐伯税務署長 

昭和63年７月 関東信越国税局調査査察部次長 

平成３年７月 広島国税局課税第二部長 

平成６年７月 大阪国税局徴収部長 

平成７年７月 名古屋国税局課税第二部長 

平成10年７月 東京国税局徴収部長 

平成14年７月 高松国税局長 

平成15年７月 国税庁辞職 

平成15年９月 八重洲総合事務所勤務（現任） 

平成22年６月 住友不動産販売㈱社外監査役（現任） 

【補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由】 
過去に社外監査役となること以外の方法で、会社の経営に関与したことはありません
が、税理士として高い見識と豊富な経験を有し、当社の監査においてその職務を適切
に遂行していただけるものと判断しました。 

 

(注) 1. 前原輝幸氏と当社との間には特別の利害関係はありません。 
2. 前原輝幸氏は、補欠の社外取締役候補者であります。 
3. 当社は前原輝幸氏が監査等委員である取締役に就任した場合、金融商品取引所の定めに従

い、同氏を独立役員として届け出る予定です。 
4. 当社は前原輝幸氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条

第１項にもとづく責任限定契約を締結する予定です。当該契約にもとづく賠償責任額は、
法令に定める額としております。 

 
以 上 
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ＭＥＭＯ 
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ＭＥＭＯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 



株主総会会場ご案内図 
 

 

    東京都千代田区大手町一丁目４番１号 
    ＫＫＲホテル東京11階 
    「孔雀の間」 
    代表電話 03-3287-2921 
  

 

  

  

交通 
アクセス 
のご案内 

◆東京メトロ東西線 「竹橋駅」 ３ｂ出口直結 

◆東京メトロ 「大手町駅」 Ｃ２ｂ出口より徒歩5分 

 

駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますよう

お願い申し上げます。 
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